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贈与税延納申請書　
　　　　　税務署長殿　　　　　　　　　　　　　（〒　　　　）
令和　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職業　　　　　　　 　電話　　　　　　　　　　　　
　　　　下記のとおり贈与税の延納を申請します。
記
　　　　　１　延納申請税額　　　　　　　　　　　　　　　　　２　金銭で納付することを困難とする理由


　　　　　３　分納税額及び分納期限
期　間
分　　納　　税　　額
分　　納　　期　　限
第１回
円
令和　　　　年　　　　月　　　　日
第２回
,０００　
　　　　年　　　　月　　　　日
第３回
,０００　
　　　　年　　　　月　　　　日
第４回
,０００　
　　　　年　　　　月　　　　日
第５回
,０００　
　　　　年　　　　月　　　　日
計
４　担　保　　　別紙目録のとおり
５　その他参考事項
右の欄の該当の箇所を○で囲み年月日を記入してください。
贈与年月日
令和　　年　　月　　日
令和　　年　　月　　日
申告（期限内、期限後、修正）、更正、決定年月日
令和　　年　　月　　日
納期限
令和　　年　　月　　日
担保が保証人（法人）の保証である場合は、保証人である法人の延納許可申請日の直前に終了した事業年度に係る法人税申告書の提出先及び提出日
　 　　　　　　 税務署
令和　　年　　月　　日
　税務署
整理欄
郵送等年月日
担当者
令和 　年 　月　 日
　



	　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　
各種確約書
提供しようとする担保が以下に掲げるものである場合、担保の種類に応じて以下の確約が必要となりますので、該当する事項を確認した上、該当欄文頭の□にチェックしてください。
　なお、担保の種類が複数の場合、該当するすべての事項にチェックしてください。
【土地】
【抵当権設定手続関係書類提出確約書】　
□　私の延納申請に関して、税務署長から次の書類の提出を求められた場合には、速やかに提出することを約します。
　１　担保（土地）所有者の抵当権設定登記承諾書
　２　担保（土地）所有者の印鑑証明書
【建物、立木、及び登記される船舶並びに登録を受けた飛行機、回転翼航空機及び自動車並びに登記を受けた建設機械（以下「建物等」という。）で保険に付したもの】
【抵当権設定手続関係書類提出確約書】　
□　私の延納申請に関して、税務署長から次の書類の提出を求められた場合には、速やかに提出することを約します。
　１　担保（建物等）所有者の抵当権設定登記（登録）承諾書
　２　担保（建物等）所有者の印鑑証明書
【鉄道財団、工場財団、鉱業財団、軌道財団、運河財団、漁業財団、港湾運送事業財団、道路交通事業財団及び観光施設財団（以下「財団等」という。）】
【抵当権設定手続関係書類提出確約書】　
□　私の延納申請に関して、税務署長から次の書類の提出を求められた場合には、速やかに提出することを約します。
　１　担保（財団等）所有者の抵当権設定登記（登録）承諾書
　２　担保（財団等）所有者の印鑑証明書



贈与税延納申請書の記載要領について
１　「法人番号」欄

申請者が法人の場合は、法人番号を記載してください。
２　「１　延納申請税額」欄
　⑴　「①納付すべき贈与税額」欄は、贈与税申告書の提出又は更正、決定により納付することとなった贈与税の額（加算税、利子税及び延滞税の額は含みません。）を記載してください。
⑵　「②　①のうち納税猶予をする税額」欄には、租税特別措置法第70条の４の規定による農地等、同法第70条の６の８の規定による個人の事業用資産、同法第70条の７の規定による非上場株式等、同法第70条の７の５の規定による特例対象非上場株式等、同法第70条の７の９の規定による医療法人の持分についての贈与税の納税猶予を受ける税額の合計額を記載してください。
３　「２　金銭で納付することを困難とする理由」欄
　　金銭で納付することを困難とする理由を具体的に記載してください。
なお、金銭で一時に納付することが困難な金額（延納許可限度額）の計算は、別紙「金銭納付が困難な理由書」により計算し、その理由書を提出してください。
４　「３　分納税額及び分納期限」欄
贈与税の延納に係る分納税額は、毎年均等である必要はありません。また、「分納期限」欄は納期限から１年以内の希望する日を初日として、毎年同一月日を記載してください。
５　「４　担保」欄
　　延納申請税額（⑤欄）が100万円以下で、かつ、延納申請年数（「３」欄）が３年以下である場合には、「別紙目録のとおり」の文字を抹消してください。
６　「各種確約書」
　　相続税法第39条第1項及び同法施行規則第20条第2項により、延納申請書に添付して提出することとされている担保提供関係書類のうち、税務署長が提出を求めた場合に、速やかに提出する旨を約する書類（同規則第20条第２項２号ハ、３号ハ、４号ハ）については、各種確約書の該当欄にチェックの上提出することにより、その提出があったものとして取り扱います。
　　提供する担保の種類に応じて、該当欄を確認の上、文頭の□にチェックを付してください。

贈与税の延納の期間及び利子税の割合について
贈与税の延納期間は５年以内であり、延納税額には年6.6％の割合で利子税がかかります。
なお、各年の延納特例基準割合(※)が7.3％に満たない場合の利子税の割合は、次の算式により計算される割合(特例割合)が適用されます。
(算式)　　　　　　　　
　　　　　6.6％　×　延納特例基準割合(※)　÷　7.3％　　
　　　(注1)　計算した割合に0.1％未満の端数がある場合は、端数は切り捨てます。
　　　(注2)　計算した割合が年0.1％未満の割合の場合は、年0.1％の割合となります。

※　延納特例基準割合
各分納期間の開始の日の属する年の利子税特例基準割合（平均貸付割合に年0.5％の割合を加算した割合）をいいます。
・　平均貸付割合とは、前々年の９月から前年の８月までの各月における銀行の新規の短期貸出約定　平均金利の合計を12で除して計算した割合として各年の前年の11月30日までに財務大臣が告示する割合をいいます。
【例】延納特例基準割合が0.9％の場合･･･0.8％




税務署


収受印





（延納できるのは、金銭で納付することが困難な範囲に限られます。）











別紙「金銭納付を困難とする理由書」のとおり。�
�









１　担保の種類は、おおむね次のとおりです。


　⑴　国債及び地方債並びに税務署長が確実と認める社債その他の有価証券


　⑵　土地


　⑶　保険に付した家屋、立木、船舶等


　⑷　鉄道財団、工場財団、鉱業財団等


　⑸　税務署長が確実と認める保証人の保証





２　延納期間中は、年6.6%の割合で利子税がかかります。


　　利子税は、延納分納税額にあわせて納付することになります。
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①


納付すべき贈与税額
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　①のうち納税猶予をする税額�
�
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　差引（①－②）
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　現金で納付する税額�
�
�
⑤


　延納申請税額
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�
�






ご注意





　作成税理士


　　事務所所在地


　　（電話番号）


　　　署　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





「延納特例基準割合」＜7.3％の場合は次のとおりの特例割合が適用されます。








